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研究成果の概要（和文）：研究課題に関する聞きとり調査、質問紙調査等から、地方社会におけ

る構造的格差を埋める可能性につながる主な条件として、（1）地域住民の多様化の推進及び受

容、（2）生業基盤の維持、（3）定住につながる「地域に対する誇り」が明らかとなった。過疎

化・高齢化が、直線的に地域社会の衰退を招くわけではない。農林漁業といった生業基盤とム

ラ社会の開放性が住民に幸福感をもたらし、多様な生活者を地域社会に埋め込んでいくのであ

る。 
 
研究成果の概要（英文）：From the interview and questionnaire surveys concerning the 
research subject, it was clarified that the following conditions are the keys to fill 
the structural gaps in rural society: (1) promotion and acceptance of the diversification 
of the local community members; (2) maintenance of regular occupations; and (3) people’s 
sense of pride in the local town, which encourages their settlement. Depopulation and 
aging do not directly result in the decline of a local community. When a robust 
occupational infrastructure, such as agriculture, forestry or fishery, is combined with 
the openheartedness of village society, such society is able to provide its residents 
with a sense of happiness and allow people with diverse backgrounds to settle in the local 
community. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、平成19 年度～21 年度科学研究

費補助金基盤研究（B）「瀬戸内・中国山地の
農林漁業地域に住まう女性・若者・高齢者の
生活に関する経験的研究」（研究代表者：藤

井和佐）（以下、「前研究課題」と略記）に
おける研究成果をふまえ、新たな研究課題に
取り組む必要があったことから計画された。 

前研究課題は、地域的周縁におかれた農林
漁業地域で、社会的周縁におかれた女性、そ



してその女性を相対化するために、同じく周
縁におかれていると考えられる若者や高齢者
の生活行動や意識に注目することによって、
地域社会における人びとの社会的周縁の実態
にせまろうとしたものである。そしてその方
法論として、都市志向や地域の成長指向、伝
統的慣習の否定といった近代的価値観や近代
的システムからいったん切り離して地域社会
や住民の意識をとらえるという価値自由の姿
勢を想定した。 

その結果、社会的連帯の可能性を示す地域
がある一方で、生業・住民特性・価値観など
多様なあり方に対応しきれない地域もあるこ
とが明らかとなった。そこには常にジェンダ
ー的問題状況が交差している。さらにその背
景には、地域の共同性を維持するためにその
担い手（地域メンバー）をどのように考える
のかという課題も浮かび上がった。つまり、
誰が・どこが、誰を・何を、どのように支え
るのかについて明らかにしなければならない
のである。 

主に「元気な」女性が地域を支えている現
状に関しては、『農村ジェンダー』（秋津元
輝・藤井和佐・澁谷美紀・大石和男・柏尾珠
紀共著、昭和堂、2007）や『農家女性の社会
学』（靍理恵子、コモンズ、2007）、『女性
からみる日本漁業と漁村』（中道仁美編著、
藤井和佐著、農林統計出版、2008）がある。
彼女たちは地域のジェンダー的障壁を乗り越
えられるだけの力をもち、またそれを政策が
支えた側面もある。しかし、ジェンダー的障
壁がいまだに存在していることを再考する必
要がある。それは地域力の差にもつながるか
らである。 

近年、地域再生に関しては学界も注目して
いる（例えば、『縮小社会における地域再生』
地域社会学会年報第21 集、2009・『集落再生』
日本村落研究学会年報第45 集、2009）が、学
術上のみならず実践指向の研究において徳野
貞雄（『農村の幸せ、都会の幸せ』日本放送
出版協会、2007）が「T 型集落点検」を提案
している。これは家族成員に他出子を含める
ことによって集落の限界化を防ぎうることを
主張したものである。しかしながら、地域の
もつ福祉機能と家族のもつ福祉機能とをどの
ように考えるかによって、「そこに住んでい
ない」ということが、どのような結果をもた
らすのか、その可能性と課題とを明らかにす
る必要がある。片岡佳美（「農村部における
『家族の個人化』についての一考察」『家族
社会学研究』第19 巻第2 号、2007）や直井道
子（『幸福に老いるために』勁草書房、2001）
がそれを示しているが、農山漁村と家族との
関係のあり方については村落論をふまえる必
要がある。また、地域のもつ福祉機能につい
ては、川村匡由（『地域福祉とソーシャルガ
バナンス』中央法規、2007）や牧里毎治・野

口定久編著（『協働と参加の地域福祉計画』
ミネルヴァ書房、2007）においてとりあげら
れているが、そこにいたるだけの地域力・福
祉力の指標の確定が必要であろう。さらに福
祉を考えるにあたっては政策的側面を無視す
ることはできず、武川正吾編（『福祉社会の
価値意識』東京大学出版会、2006）がそれを
分析している。 
現代社会において求められているのは、政

府による政策支援とともに、地域社会が内発
的に政策提案できるだけの地域力である。そ
れには福祉政策のみならず、数々の集落支援
事業などの政策インパクトの考察が必要とな
る。そしてさらに広義の福祉を考えるにあた
っては、福祉の担い手の問題も看過できない。 
前研究課題においても明らかとなったが、

女性労働におけるジェンダー的状況は介護労
働や福祉産業の担い手の多くが女性であるこ
とからも（佐藤洋子「広島県呉市における女
性の就業構造の特質」『社会文化論集』第10 号、
2008）、矢澤澄子「ジェンダー化された介護
労働と『家庭的なケア』の陥穽」東京女子大
学紀要『論集』第59 巻（2 号）、2009）、そ
の実態にせまる必要がある。もちろん近年の
動向として外国人も無視できない。また、島
しょ部や山村などの条件不利地域ではインフ
ラに目を向けないわけにはいかない。長く過
疎地域に目を向けてきた室井研二（「離島の
交通とサステナビリティ」『香川大学教育学
部研究報告第Ⅰ部』第130 号、2008）は、島
の住民生活を支える要として交通手段に注目
している。さらに災害時を想定したときに、
集落住民に生活維持が可能かという問題は大
きい。 
最後に、以上の研究のなかに「若者」に注

目したものは皆無に近い。農山漁村に若者は
いないということが前提であるのかもしれな
いが、前研究課題からは、少数の若者が農山
漁村に価値を見いだし、地域を支えている事
例にも出あっている。 
以上から、現代日本の農山漁村における地

域力・福祉力の構築のためには、地域社会の
生活者をめぐる総合的研究を展開する必要が
あった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、「限界集落」（小規模・高齢化

集落）が多いこと、合併自治体が多いことで
特徴的な環瀬戸内圏（中国・四国地方）の農
林漁業地域における女性・若者・高齢者の生
活に焦点をあてることによって、社会的・経
済的周縁にある個人の、地域的周縁におかれ
ている地域をめぐる生活構造・価値意識のあ
り方を明らかにすることを目的としている。
そのために、地域・家族・福祉などの社会学
における複合的な専門分野を中心に文化人類
学・地理学などの手法を総合し、質的・量的



実態調査を通じて、地域維持・存続・再生の
あり方、生業・労働への向き合い方、‘福祉’
資源のあり方、政策インパクトの実際に焦点
をあて分析する。その結果、農山漁村がもつ
地域力を背景とした生活実態から（広義の）
地域福祉の論理を構築する可能性を探ること
ができると考えた。 
 具体的には、以下の諸点を明らかにするこ
とを目的とした。 
 環瀬戸内圏（中国・四国地方）は、高度経
済成長期の造船業、重化学工業の展開による
農林漁業地域からの人口移動が激しかった地
域である。人口環流は難しく、現代における
限界集落数の多さ、合併自治体の多さにつな
がっている。そのような状況にある地域なら
危機意識も高いと考えられるが、必ずしもそ
うではない。また、一般に農山漁村は共同性
の強い地域だと思われているが、共同的紐帯
からはじき出されている人びと、声をあげら
れない住民もいる。そこで、地域共生・地域
力の実態および地域がもつ福祉機能の可能性
を明らかにする必要があることから、大きく
３つの理論的・実証的課題の解決を本研究期
間内に試みた。 

(1) 地域維持・存続・再生のあり方と女性・
若者・高齢者の生活原理：現代社会において
は独居高齢者世帯が増え、地域社会における
家族の福祉資源化には工夫が必要となる。家
族が地域と向き合ったときに、そこに住んで
いること・他出していることの差異は何であ
ろうか。また現代社会では農林漁業を生業と
いうことさえできなくなりつつあると同時に、
農山漁村といえども生活はそこで完結する状
況にはない。都市住民や若者を含む人びとの
価値観の変化の態様は、農山漁村においてど
のように現れているのだろうか。 
（2)地域社会への政策インパクトのあり方:
地域支援施策が地域間格差を広げたという状
況がある一方で、事業支援が地域の活性化に
結びついた地域もある。また福祉政策のあり
方はストレートに住民生活に影響を及ぼすが、
他方、内発的に地域内で福祉環境を整えてい
る地域がある。これらの政策と地域生活のあ
り方との関係を理論・実証の両側面から明ら
かにする。 

(3) 異なる位相におけるジェンダー状況：
地域社会に交差するジェンダー状況を問題と
するとき、女性の位置は政治・経済・文化・
社会関係の各領域において異なる段階を示す。
くわえて生活領域という領域設定をすること
により、女性がどのような位置を指向し、指
向させられているのかを明らかにする必要が
ある。それによって、社会的周縁のあり方と
地域力の可能性を探ることができるであろう。 
 
３．研究の方法 

(1)研究メンバーの専門領域に応じて、①地

域別クラスター（島しょ部・漁業地域、中山
間・農林業地域、比較対象地域(都市近郊地域、
北海道)）と、②対象別クラスター（女性・若
者・高齢者・比較対象(地元出身男性、ヨソ者
（Iターン者、外国人）やUターン者）)の両者
を交差させる形でメンバーを配置し、「地域
維持・存続・再生」「生業・労働」「福祉資
源」「政策インパクト」「共同性」のあり方
が、より効果的に明らかになるようにした。 
(2)調査方法としては、聞き取り調査、事例

調査、集落調査、質問紙調査を多重的に使用
し、質的・量的調査結果を接合させることに
よって、包括的に研究課題にせまることがで
きるよう計画した。また、研究分担者をリー
ダーに、連携研究者・研究協力者ともに各担
当する調査研究において責任を果たすべくチ
ーム・プロジェクト方式をとった。 
個別研究の単なる集合体となることのない

ように、メンバーは複数チームの連携を心が
け、また1泊2日にわたる年3回の全体研究会、
班研究会およびメールにおける意見交換を頻
繁に行なうことによって、総合研究としての
意義をはかり、目標達成をめざした。 
(3)「地域維持・存続・再生」「生業・労働」

「福祉資源」「政策インパクト」「共同性」
を柱とする形で取り上げているが、それぞれ
は有機的に関係している。その関係性のあり
方をより具体的に浮かびあがらせるために、
指標としては、地域運営・地域経営・地域組
織・地域づくり・居住実態・森林管理・農地
管理（地域維持の方策）、地域共生（異質性
受容）、福祉労働・産業労働構造、防災・家
族・地域福祉（福祉資源）、地域政策インパ
クト・社会福祉などを主な考察対象として研
究を進めた。 
(4)中心となった調査対象地域は、岡山県、

広島県、島根県、鳥取県、香川県、愛媛県、
徳島県、高知県、兵庫県の中山間地域や島し
ょ部である。これらに比較対象地域をくわえ
ることにより、中国・四国地方の特徴を浮か
び上がらせることにした。 
 
４．研究成果 
（1）研究の主な成果 
①国勢調査結果報告等のデータを用いた

クラスター分析を行なった結果、中国地方で
はとくに人口減少・高齢化の状況が厳しいの
は島根県であった。その島根県の中山間地域
における聞き取り調査では、地域社会の維持
のために、共同の原理による相互扶助から共
生の原理による社会的連帯の可能性が模索
されていることが明らかとなった。 
その点を数量的に明らかにするために、2

つの質問紙調査を行なった。ひとつは、島根
県浜田市において、20 歳以上 65 歳未満の女
性を対象に、家族生活・就労・行政に対する
意識を明らかにするものである（回収 198票、



回収率 54.2％）。そしてもうひとつは、島根
県飯南町における 20 歳以上住民を対象に、
中山間地域居住者の生活意識と家族のあり
方に関する質問紙調査である（回収 637 票，
回収率 70.2％）。その結果、集落の高齢化率・
世帯減少率といった人口的要因と、人びとの
家族・地域社会に関する意識や態度との間に
は相関関係が成り立たない可能性が示唆さ
れた。すなわち、生活の行き詰まり感や諦め
感は、高齢化率・人口減少率が高い地域より
も中程度に進んでいる集落で著しい。また、
中年層の定住意志は、「地域に対する誇り」
といった住民自身の地域生活に対する主観
的な評価・意味づけと関係している。 

また島根県の定住政策として注目されて
いる「半農半 X」策は I ターン・U ターン者
の呼び寄せ・定住に一定の効果をもちながら
も、条件制約的であることが明らかとなった。 

②岡山県内の開拓地 55 地区のなかで開拓
行政終了後も集落としての存続がうかがえ
る 18地区をみると、多様な生業状況にあり、
それぞれ共同性のあり方が異なるであろう、
ということが示唆された。とくに入植から 60
年を経た農業開拓地では、近年の新規住民と
の間に生活上の確執が生じ始めている。 

新たに「地域社会」を起こす必要があった
という意味において、ダム生活再建地に注目
し、広島県内のダム生活再建地住民に質問紙
調査および聞きとり調査をした結果、地域の
共同性を再構築しようとした世代が第一線
を退くことによって、共同性の維持への意欲
が減退していることが明らかとなった。 

地域社会の分断という意味では、林業地域
の生活も注目される。山村生活を維持する担
い手が存在しながらも、生活文化の継承が困
難な状況にある。とくに、地域自治活動に役
割を果たしてきた入会権山が、林業の衰退と
ともに地域住民を分断していた。 

地域の担い手育成にはヨソ者の取り込みが
重要である。人口減少・高齢化地域における
互助・共助にとって小地域ネットワーク活動
が有効であることも明らかとなっており、そ
のことは多様な住民特性を生かすには、ネッ
トワーク的なつながりの重要性が示唆される。
異質な存在の受容が肝要となる。 

③広島県庄原市内農村部において全世帯
対象の集落調査（半構造化面接調査）を行な
った結果、高齢者世帯を支援する自治組織の
充実が、逆に次世代が集落を離れる安心につ
ながっていることが明らかとなった点は注
目に値する。そして、集落を離れた先がどこ
であるかに目を向けると、定住する高齢者と
週末に帰省できる地域に居住する次世代と
の連携が、農業・農村を維持することにつな
がっている現状にあった。しかしながら、そ
こに住む人びとの営為が今後も続いていく
かが課題となっている。 

④兵庫県姫路市内島しょ部における聞き
とり調査の結果、地元の教育機関との連携、
漁業などの複数の産業の存在により、一般に
若者が他出する傾向にある島しょ部にあっ
て、この島では若者が島に多く残ることが明
らかとなった。若者の定着・生活維持のため
には、生業と人的ネットワークが重要なので
ある。 
 他方、高齢化率が 80％以上の島もある。香
川県丸亀市内の島では、高齢者を対象に離島
の高齢者福祉に関する質問紙調査を行なっ
た（回収 59 票、回収率 90.8％）。その結果、
高齢者はフォーマルな支援を期待しておら
ず、家族・地縁によるサポートを期待してい
る状況にあることが明らかとなった。福祉ニ
ーズの発生およびその充足状況は、地域の自
然環境的制約条件の影響を受けると言えよ
う。 
（2）成果の国内外における位置づけとイン
パクト 
 既存研究において明らかにされてきた課
題をどう乗り越えるか、また、新たな発見と
して何があったかを中心にまとめると以下
の点があげられる。 
①一般に地域コミュニティの維持・存続の

ために注目されているソーシャル・キャピタ
ルであるが、質問紙調査からソーシャル・キ
ャピタルよりも地域住民の地域に対する意
味付けが重要な要素であることが浮かび上
がった。他方で、聞き取り調査結果からは、
ネットワークの形成が地域生活の維持には
重要であることも指摘された。このことから、
ネットワークの規模と範囲を考慮すること
によって、効果的な住民のつながりを検討す
る必要がある。 
②とくに若者が地域社会に定住するため

には、雇用の問題がよくあげられる。一般的
に言われる新たに工場を誘致するといった
ことよりも、従来からその地域に根ざしてい
る生業にもとづく産地ブランドの形成や、生
業形態の脆弱化を補う外部資源の導入が有
効であることを指摘できる。 
（3）今後の展望と課題 
研究成果に通底するもののひとつとして

注目したいのは、地域社会の維持には、社会
的周縁におかれてきた住民の受容が重要で
あるという点である。しかしながら、実際の
ところ、とくに女性、若者、ヨソ者が地域社
会のなかで周縁におかれているという現状
から本研究は始まった。そのことをふまえ、
本研究成果を、それが何故なのかという根本
的な課題解決につなげる必要がある。その観
点から、ダム建設に伴う移転先である生活再
建地での農地に対する意識、戦後開拓地の生
業のあり方、林業地域における入会地・財産
区の位置づけ、自治振興区という制度的な地
域自治の範域の設定のあり方が興味深い。こ



れらにクロスする問題として、もともとの居
住地と地域社会メンバーが同一である場合
と、新たに地域社会の構築が必要である場合
との違い、生業構造の変化と土地の価値の変
化の問題などがあげられよう。今後は、農
地・土地、意思決定範域に注目し、上記をと
らえ直す形で研究を展開させていきたい。 
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